
文教・科学技術施策の動向と展開

第2部

第 ※ 2部は、原則として令和 4年度における文部科学行政の動きについての記述になってい
ますが、一部令和 5年 6月頃までの動き及び統計資料に基づく記述になっています。
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第 章1 新たな時代に対応した教育政策
の推進

平成25年1月に開催が決定された教育再
生実行会議では、これまでに十二次にわた
る提言が出され、それを踏まえた様々な取
組が行われてきました。また、教育再生実
行会議の廃止に伴い、令和3年12月に開催
が決定された教育未来創造会議において
は、4年5月に第一次提言、5年4月に第二
次提言が取りまとめられました。さらに、
文部科学大臣の諮問機関である中央教育審
議会では、教育の振興に関する重要事項が
審議され、答申等が行われています。文部
科学省はこれらの提言や議論を踏まえると
ともに、「教育基本法」の理念の下、「教育
振興基本計画」に基づき、教育再生のため
の施策を推進しています。加えて、国立の
研究機関である国立教育政策研究所におい
ては、教育政策に関する総合的な研究が進
められています。

1 中央教育審議会
（1）中央教育審議会について

中央教育審議会は、文部科学大臣の諮問
に応じ、教育の振興、生涯学習の推進など
に関する重要事項を調査審議する機関であ
り、教育改革の推進に当たって重要な役割
を果たしています（図表2-1-1）。

（2）最近の主な答申等
①「令和の日本型学校教育」を担う教師の
養成・採用・研修等の在り方について
（答申）

令和3年3月の文部科学大臣の諮問に基

第　  　節1 教育政策を
めぐる動き

づき、教師の在り方について包括的な議論
を行い、4年12月に「「令和の日本型学校
教育」を担う教師の養成・採用・研修等の
在り方について」（答申）が取りまとめら
れました。本答申では、「教師の養成・採
用・研修の一体的な改革を通じ、教師が創
造的で魅力ある仕事であることが再認識さ
れ、志望者が増加し、さらに教師自身もそ
の資質能力や志気を高め、誇りを持って働
くことができる将来を実現するための提言
である。」と締めくくられており、これを
実現するために、「令和の日本型学校教
育」を担う新たな教師像と教師に求められ
る資質能力、多様な専門性を有する質の高
い教職員集団の形成、教員免許の在り方、
教員養成大学・学部、教職大学院の在り
方、教師を支える環境整備の各項目につい
て具体的な方策が示されたところです。（第
1部特集1参照）
②次期教育振興基本計画について（答申）

令和4年2月の諮問を受け、教育振興基
本計画部会を設置して審議が行われ、5年
3月8日に「次期教育振興基本計画につい
て（答申）」が取りまとめられました。詳
細については、本章第2節を参照くださ
い。

総論
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図表 2-1-1 第12期中央教育審議会機構図

（3）第12期中央教育審議会
令和5年3月10日、第12期中央教育審議

会委員が任命され、新しい審議体制が発足
しています。第12期中央教育審議会への
主な諮問事項は、目下以下のとおりです。
①「令和の日本型学校教育」を担う質の高
い教師の確保のための環境整備に関する総
合的な方策について＊1

令和5年5月に開催された中央教育審議
会総会において、以下の3点を主な内容と
する「「令和の日本型学校教育」を担う質
の高い教師の確保のための環境整備に関す
る総合的な方策について」諮問を行い、現
在、中央教育審議会において専門的な検討
が進められているところです。

1．更なる学校における働き方改革の在
＊ 1 参照：第 2 部第 4 章第 2 節 6
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り方について
2．教師の処遇改善の在り方について
3．学校の指導・運営体制の充実の在り

方について

2 教育未来創造会議
教育未来創造会議は、我が国の未来を担

う人材を育成するために、高等教育をはじ
めとする教育の在り方について、国として
の方向性を明確にするとともに、誰もが生
涯にわたって学び続け学び直しができるよ
う、教育と社会との接続の多様化・柔軟化
を推進することを目的とし、令和3年12月
から内閣総理大臣を議長として開催してい
るものです。

令和4年5月には「我が国の未来をけん
引する大学等と社会の在り方について（第
一次提言）」が取りまとめられました。（第
1部特集2参照）また、同年9月には第一

次提言の工程表を作成し、随時フォロー
アップが行われています。さらに、5年4
月に取りまとめられた「未来を創造する若
者の留学促進イニシアティブ（第二次提
言）」においては、コロナ後のグローバル
社会を見据えた人への投資の具現化に向け
て、

・コロナ後の新たな留学生派遣・受入れ
方策

・留学生の卒業後の活躍に向けた環境整
備

・教育の国際化の推進
について、具体の指標や、今後取り組む

べき具体的方策等が示されました（図表
2-1-2）。

政府として、第一次提言及び第二次提言
の着実な実行に向け、引き続き取組を進め
ていく予定です。

図表 2-1-2 教育未来創造会議 第二次提言概要

「未来を創造する若者の留学促進イニシアティブ＜J-MIRAI＞ 」（第二次提言）概要

Ⅰ.コロナ後のグローバル社会を見据えた人への
投資の在り方

○ 「成長と分配の好循環」と「コロナ後の新しい社会の開拓」を
コンセプトとした新しい資本主義を実現するためには、人への投
資を進めることが重要。

○ 世界最先端の分野で活躍する高度人材から地域の成長・
発展を支える人材まで厚みのある多様な人材を育成・確保し、
多様性と包摂性のある持続可能な社会を構築することにより、
我が国の更なる成長を促し、国際競争力を高めるとともに、世
界の平和と安定に貢献していくことが必要不可欠。

○ 留学生交流について量を重視するこれまでの視点に加え、
日本人学生の海外派遣の拡大や有望な留学生の受入れを
進めるために、より質の向上を図る視点も重視。

○ 今後、より強力に高等教育段階の人的交流を促進し、質
の高い大学や留学生の交流を積極的に進めるとともに、初等
中等教育段階から多様性・包摂性に向けた教育を充実。

○ 高度外国人材の受入れ制度について、世界に伍する水準
への改革を進めるとともに、海外留学した日本人学生の就職
の円滑化や日本での活躍を希望する外国人留学生の国内定
着を促進。

教育未来創造会議 令和５年４月27日
J-MIRAI：Japan-Mobility and Internationalisation: Re-engaging and Accelerating Initiative for future generations

１．留学生の派遣・受入れ
（１）日本人学生の派遣
・ 海外大学・大学院における日本人留学生の中長期留学者の数と割
合の向上を図り、特に、大学院生の学位取得を推進。このため、高校
段階から大学院までを通じて、短期から、中期、長期留学まで学位取得
につながる段階的な取組を促進。

（２）外国人留学生の受入れ
・ 高い志を有する優秀な外国人留学生の戦略的受入れを推進。その際、
多様な文化的背景に基づいた価値観を学び理解し合う環境創出のため
に受入れ地域についてより多様化を図るとともに、大学院段階の受入れ
に加え、留学生比率の低い学部段階や高校段階における留学生の受
入れを促進。

２．留学生の卒業後の活躍のための環境整備
・ 留学生が将来のキャリアパスについて予見可能性をもって、入学前から
安心して留学を決断できるようにするため、海外派遣後の日本人留学生
の就職円滑化を推進するとともに、外国人留学生の卒業後の定着に向
けた企業等での受入れや起業を推進。

3．教育の国際化
・ 多様な文化的背景に基づく価値観を持った者が集い、理解し合う場
が創出される教育研究環境や、高度外国人材が安心して来日できる
子供の教育環境の実現を通じて教育の国際化を推進。

Ⅱ.今後の方向性
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Ⅲ.2033年までの目標

2033年までに50万人
（コロナ前22.2万人）

〇日本人留学生における学位
取得等を目的とする長期留学
者の数

6.2万人→15万人

〇協定などに基づく中短期の留
学者数

11.3万人→23万人

〇高校段階での留学者数
研修旅行（３か月未満）

4.3万人→11万人
留学（３か月以上）

0.4万人→１万人

2033年までに40万人
（コロナ前31.8万人）

〇全学生数に占める留学生の
割合 学部： 3%→5%

修士： 19%→20％
博士： 21%→33% 

〇留学生の卒業後の国内就職
率（国内進学者を除く。）

48%→60%

〇英語のみで卒業・修了できる
学部・研究科の数

学部：86→200
研究科：276→400

〇海外の大学との交流協定に
基づく交流のある大学の割合

48％→80％

〇中学・高校段階におけるオン
ライン等を利用した国際交流
を行っている学校の割合

20％→100%

日本人学生の派遣 外国人留学生の受入れ・定着 教育の国際化

＜大学・専門学校等＞ ＜高校等＞ 大学・専門学校・
日本語学校等

＜高校等＞
＜大学等＞ ＜中学・高校等＞

〇外国人留学生の数
31.2万人→38万人

〇外国人留学生の数（高校）
0.6万人→２万人

〇全生徒数に占める留学生の
割合

高校：0.2%→0.7% 〇ジョイント・ディグリー・プログラムの
数 27→50

〇対面での国際交流を行う高
校の割合 18%→50%

〇英語で複数教科の授業を受
けられる高校（コース等含
む。）の数 50→150

〇ダブル・ディグリー・プログラム※の
数 349→800

日本人学生の派遣 外国人留学生の受入れ・定着 教育の国際化

5.6 万人 5.9 万人 6.2 万人 4.3 万人

16年 18年 19年 20年

主に長期（学位取得目的を含む）の日本人の
海外留学者数

高等教育機関を卒業・修了後に国内就職する
外国人留学生の割合（国内進学者を除く）

42.2%
48.0% 47.6%

39.9%

16年度 18年度 19年度 20年度

日本人学生の留学停滞

高等教育機関在学者千人に対する
派遣留学者数の国際比較

高等教育機関在学者に占める
留学生の割合

微増に留まる外国人留学生の
国内就職率

英語のみで学位が取れる学部・研究科

ジョイント・ディグリー・プログラム(JD)及び
ダブル・ディグリー・プログラム(DD)

16.0人

33.5人

37.2人

38.4人

日本

韓国

ドイツ

フランス

現状

＜ ＞

非英語圏の仏・独と同等の水準 留学生30万人計画の受入れ増加ペースの維持

65 73 90 86 

233 
269 290 276 

16年 18年 19年 20年

研究科数

学部数

20 
26 27 

19年 21年 22年

503 444 

349 

17年度 19年度 20年度

JDの数 DDの数

5.9%

10.7%

11.1%

22.0%

日本

フランス

ドイツ

イギリス

※海外の大学との大学間交流協定に基づき実施されているもの

Ⅳ.具体的方策

１．コロナ後の新たな留学生派遣・受入れ方策
（１）日本人学生の派遣方策
①高校段階から大学院段階までを通じた日本人学生の派遣の推進
・SNS等を活用した広報強化
・卒業生のネットワーク構築
・各自治体での海外大学進学支援の取組推進
・協定派遣（授業料相互免除）増に向けた取組推進
・中長期留学や海外大学で学位取得を目指す学生について、海外派遣
の指標実現に向けて大幅に拡大するため、官民一体となって構造的・抜
本的な方策の実施を進め、その成果の発現・進捗に沿って給付型奨学
金を着実に拡充するなど奨学金の充実に取り組むとともに、企業・個人等
が拠出する奨学金の一層の活用推進など、官民一体での経済的支援の
充実
・企業による代理返還制度の活用促進や地方公共団体による返還支援
の取組を推進
・官民協働による「トビタテ！留学JAPAN」の発展的推進
・博士人材等派遣の促進
・社会人の海外大学院留学の促進 等

②初等中等教育段階における英語教育・国際理解教育、課題
発見・解決能力等を育む学習等の推進
・英語４技能（読む、書く、聞く、話す）の育成に向けた、デジタルを活用
したパフォーマンステストの実施促進
・探究学習、自然・社会・文化芸術への興味関心を育む体験活動、国際
理解教育の推進
・国際バカロレアなどの国際的な教育プログラムが履修できる教育環境の整
備を促進
・教員養成段階の留学や採用後の海外経験機会の拡充、実践的な教員
研修の充実を通じた教員の英語教育・国際理解教育の指導力強化
・１人１台端末を活用した海外とのオンライン交流の促進 等

（２）外国人留学生の受入れ方策
①日本への留学機会の創出
・学生の早期からのリクルート、広報・情報発信、日本語教育を一体的に
促進する現地機能の強化
・留学生受入れに関する情報が一元的に得られるポータルサイトの情報充実
・優秀な学生の早期からの獲得強化に向けたプログラム構築
・海外における日本語教育の充実
・国費留学生制度の地域・分野重点化などの見直し 等

②入学段階での要件・手続の弾力化
・DX化促進による渡日前入学者選抜の促進
・留学ビザ取得のオンライン化
・銀行口座開設における負荷軽減 等

③国内大学の教育研究環境の質及び魅力の向上
・留学生の授業料設定柔軟化や定員管理の弾力化
・キャンパスの質及び魅力の向上、民間資金等も活用した留学生・外国
人教員宿舎の整備、賃貸住宅の受入れ環境整備 等

④適切な在籍管理、技術流出防止対策の徹底・強化
・在籍管理非適正大学等の大学等名の公表、在留資格「留学」の付与
停止、私学助成の厳格な対応、留学生数等の情報公開の強化
・安全保障貿易管理の徹底、研究インテグリティの推進 等

（３）国際交流の推進
・「アジア架け橋プロジェクト」や対日理解促進交流プログラムの充実強化、
姉妹校連携や留学コーディネーターの配置促進等を通じた国際交流の促進
・COIL（国際協働ｵﾝﾗｲﾝ学習）、VE（ﾊﾞｰﾁｬﾙ・ｴｸｽチェﾝｼﾞ）等のオンラ
インを活用したハイブリッド国際交流の推進
・脱炭素人材の人材育成強化や農業を学ぶ学生等の留学・国際交流活
動の推進、文化・芸術分野での学生・若手芸術家等の交流の促進 等
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Ⅳ.具体的方策

（１）日本人学生の就職の円滑化に向けた環境整備
・留学中の学生への就職情報の提供、現地でのジョブフェアへの参画拡大
・帰国後の留学生に対する通年・秋季採用、インターンシップ等による多
様な選考機会の提供促進
・留学等を通じて得られた知識や専門性に対し企業が採用・人材育成面
での積極的な評価を行う取組の裾野を広げる機運醸成 等

（２）外国人留学生等の高度外国人材の定着率の向上
①留学生の就職促進に向けた取組促進
・ハローワーク等における多言語対応を含めた相談支援機能・拠点の強
化等による環境整備
・地域の特性に応じたインターンシップ機会の提供等による外国人留学生
等の地元企業への就職・定着支援を行う「高度外国人材活躍地域コン
ソーシアム」の設立、「高度外国人材活躍促進プラットフォーム」におけ
る中小・中堅企業の外国人材の受入れに係る課題解決に向けた伴走
型支援の実施 等

②受入れ企業側における企業風土の改善、環境の充実
・企業での採用方針の明確化、社内制度の見直し、採用方針・実績の
公表等の促進 等

③関連する在留資格制度の改善
・高度外国人材に係る受入れ制度の世界に伍する水準への改革（特別
高度人材制度及び特定活動における未来創造人材制度の創設）、
一定の要件を満たす国内大学の卒業者についても同様の措置が受けら
れるようにするための検討
・質の高い専門学校の認定制度を創設、その卒業者等の在留資格の
運用見直し 等

（１）国内大学等の国際化
・海外大学とのジョイント・ディグリー及びダブル・ディグリーや単位互換、大学間
交流協定締結の促進
・国際交流などにおいて高度で専門的な知識や経験を有する「アドミニス
トレータ職」等の採用・育成の促進
・徹底した国際化やグローバル人材育成に大学が継続的に取り組むよう
な環境整備
・国際化に積極的に取り組む大学等へのインセンティブ付与
・国際化を先導する大学の認定制度の創設
・戦略的に留学生交流を推進すべき国・地域との大学間連携・学生交流
の推進
・欧米のトップクラス大学の誘致によるグローバル・スタートアップ・キャンパス
構想の実現 等

（２）外国人材の活躍に向けた教育環境整備
・インターナショナルスクールに関する情報充実・実態把握、学校間接続の
円滑化、国際的な中等教育機関の整備推進・運営支援
・学校教育を受ける際に困難を有する外国人児童生徒への支援強化
・日本語教育機関の認定制度創設等による質の維持向上 等

（３）国内大学の海外分校や高専を始めとする日本型教育の輸出
・国内大学等の海外分校設置に係る環境整備推進
・諸外国からの要請を踏まえた日本型高専の導入支援
・在外教育施設における国内同等の教育環境整備や安全対策・施設整
備等の機能強化に向けた支援 等

３．教育の国際化の推進2．留学生の卒業後の活躍に向けた環境整備

第　  　節2 教育振興基
本計画に基
づく教育施
策の推進

教育振興基本計画とは、教育基本法の規
定に基づき策定される政府の教育に関する
総合的な計画です。令和5年3月8日に開
催された中央教育審議会総会において、次
期教育振興基本計画（5年度～ 9年度）に
ついての答申が取りまとめられました。本
答申を踏まえ、5年6月16日に、第4期と
なる新たな教育振興基本計画が閣議決定さ
れました。

1 我が国における今後の教育
政策の方向性

計画では、まずⅠ．我が国の教育をめぐ
る現状・課題・展望において教育基本法に
規定する教育の目的や目標を教育の普遍的
な使命として掲げるとともに、第3期計画
期間中の取組の成果と課題、社会の現状や

変化への対応と今後の展望を述べていま
す。その上で、Ⅱ．今後の教育政策に関す
る基本的な方針において、次期計画のコン
セプトとして「持続可能な社会の創り手の
育成」と「日本社会に根差したウェルビー
イングの向上」の二つを掲げ、その下に五
つの基本的な方針として「グローバル化す
る社会の持続的な発展に向けて学び続ける
人材の育成」、「誰一人取り残されず、全て
の人の可能性を引き出す共生社会の実現に
向けた教育の推進」、「地域や家庭で共に学
び支え合う社会の実現に向けた教育の推
進」、「教育デジタルトランスフォーメー
ション（DX）の推進」、「計画の実効性確
保のための基盤整備・対話」を示していま
す。

さらに、Ⅲ．今後の教育政策の遂行に当
たっての評価・投資等の在り方として、教
育政策の持続的改善のための評価・指標の
在り方、教育投資の在り方を挙げていま
す。
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第2部 文教・科学技術施策の動向と展開

図表 2-1-3 新たな教育振興基本計画について【概要】

【社会の現状や変化】
・新型コロナウイルス感染症の拡⼤ ・ロシアのウクライナ侵略による国際情勢の不安定化 ・VUCAの時代（変動性、不確実性、複雑性、曖昧性） ・少⼦化・⼈⼝減少や⾼齢化
・グローバル化・地球規模課題 ・DXの進展、AI・ロボット・グリーン（脱炭素） ・共⽣社会・社会的包摂 ・精神的豊かさの重視（ウェルビーイング）  ・18歳成年・こども基本法 等

教育の普遍的な使命︓学制150年、教育基本法の理念・⽬的・⽬標（不易）の実現のための、社会や時代の変化への対応（流⾏）
教育振興基本計画は予測困難な時代における教育の⽅向性を⽰す羅針盤となるものであり、教育は社会を牽引する駆動⼒の中核を担う営み

今後の教育政策に関する基本的な⽅針

・（初等中等教育）国際的に⾼い学⼒⽔準の維持、GIGAスクール構想、教職員定数改善
・（⾼等教育）教学マネジメントや質保証システムの確⽴、連携・統合のための体制整備
・（学校段階横断）教育費負担軽減による進学率向上、教育研究環境整備や耐震化 等

第3期計画期間中の成果
・コロナ禍でのグローバルな交流や体験活動の停滞 ・不登校・いじめ重⼤事態等の増加
・学校の⻑時間勤務や教師不⾜ ・地域の教育⼒の低下、家庭を取り巻く環境の変化
・⾼度専⾨⼈材の不⾜や労働⽣産性の低迷 ・博⼠課程進学率の低さ 等

第3期計画期間中の課題

新たな教育振興基本計画 【概要】 （令和５年度〜９年度）
我が国の教育をめぐる現状・課題・展望

2040年以降の社会を⾒据えた持続可能な社会の創り⼿の育成 ⽇本社会に根差したウェルビーイング（※）の向上

②誰⼀⼈取り残されず、全ての⼈の可能性を引き出す
共⽣社会の実現に向けた教育の推進 ③地域や家庭で共に学び⽀え合う社会

の実現に向けた教育の推進

④教育デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進

⑤計画の実効性確保のための基盤整備・対話

①グローバル化する社会の持続的な
発展に向けて学び続ける⼈材の育成

・将来の予測が困難な時代において、未来に向けて⾃らが社会の創り⼿となり、 
  課題解決などを通じて、持続可能な社会を維持・発展させていく
・社会課題の解決を、経済成⻑と結び付けてイノベーションにつなげる取組や、⼀⼈
⼀⼈の⽣産性向上等による、活⼒ある社会の実現に向けて「⼈への投資」が必要
・Society5.0で活躍する、主体性、リーダーシップ、創造⼒、課題発⾒・解決⼒、
論理的思考⼒、表現⼒、チームワークなどを備えた⼈材の育成

・多様な個⼈それぞれが幸せや⽣きがいを感じるとともに、地域や社会が
幸せや豊かさを感じられるものとなるための教育の在り⽅

・幸福感、学校や地域でのつながり、利他性、協働性、⾃⼰肯定感、⾃⼰
実現等が含まれ、協調的幸福と獲得的幸福のバランスを重視

・⽇本発の調和と協調（Balance and Harmony）に基づくウェルビーイン
グを発信

・⼦供が抱える困難が多様化・複雑化する中で、 個別最適・
協働的学びの⼀体的充実やインクルーシブ教育システムの推
進による多様な教育ニーズへの対応

・⽀援を必要とする⼦供の⻑所・強みに着⽬する視点の重視
、地域社会の国際化への対応、多様性、公平・公正、包摂
性（DE&I）ある共⽣社会の実現に向けた教育を推進

・ICT等の活⽤による学び・交流機会、アクセシビリティの向上

・持続的な地域コミュニティの基盤形成に向けて、公⺠
館等の社会教育施設の機能強化や社会教育⼈材の
養成と活躍機会の拡充

・コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の⼀体的推進、
家庭教育⽀援の充実による学校・家庭・地域の連携強化

・⽣涯学習を通じた⾃⼰実現、地域や社会への貢献等
により、当事者として地域社会の担い⼿となる

教育データの標準化、基盤的ツール
の開発・活⽤、教育データの分析・
利活⽤の推進

DXに⾄る３段階（電⼦化→最適化→新たな価
値(DX)）において、第３段階を⾒据えた、第１
段階から第２段階への移⾏の着実な推進

GIGAスクール構想、情報活⽤能⼒の育成、
校務DXを通じた働き⽅改⾰、教師のICT活⽤
指導⼒の向上等、 DX⼈材の育成等を推進

デジタルの活⽤と併せてリアル
（対⾯）活動も不可⽋、学習
場⾯等に応じた最適な組合せ

学校における働き⽅改⾰、処遇改善、指導・運営体制の充実の
⼀体的推進、ICT環境の整備、 経済状況等によらない学び確保

各関係団体・関係者（⼦供を含む）との対話を
通じた計画の策定等

NPO・企業等多様な担い⼿との連携・協働、安全・安⼼で
質の⾼い教育研究環境等の整備、児童⽣徒等の安全確保

※⾝体的・精神的・社会的に良い状態にあること。短期的な幸福のみならず、⽣きがいや⼈⽣
の意義などの将来にわたる持続的な幸福を含む概念。

次期計画のコンセプト

⼈⽣100年時代に複線化する⽣涯にわたって学び続ける学習者

・主体的に社会の形成に参画、持続的社会の発展に寄与
・「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善、⼤
学教育の質保証
・探究・STEAM教育、⽂理横断・⽂理融合教育等を推進
・グローバル化の中で留学等国際交流や⼤学等国際化、外
国語教育の充実、SDGsの実現に貢献するESD等を推進

・リカレント教育を通じた⾼度⼈材育成

1

2 今後 5 年間の教育政策の目
標と基本施策

Ⅳ．今後5年間の教育政策の目標と基本
施策では、上述した五つの基本的な方針に
沿って、令和5年度から9年度までの5年
間における教育政策の16の目標、基本施
策、指標を示しています。

また、地方公共団体においては、各地域
の実情を踏まえ、特色のある目標や施策を
設定し、取組を進めていくことの重要性に
ついても述べています。

文部科学省としては、本計画を踏まえて
教育政策を推進していきます。
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①教育費負担軽減の着実な実施及び更なる推進
・幼児教育・保育の無償化、⾼等学校等就学⽀援⾦による授業料⽀援、⾼
等教育の修学⽀援新制度等による教育費負担軽減を着実に実施
・⾼等教育の給付型奨学⾦等の多⼦世帯や理⼯農系の学⽣等の中間層への
拡⼤ 等

今後５年間の教育政策の⽬標と基本施策

教育政策の⽬標 基本施策（例） 指標（例）
１．確かな学⼒の育成、
幅広い知識と教養・専
⾨的能⼒・職業実践⼒
の育成

○個別最適な学びと協働的な学びの⼀体的充実
○新しい時代に求められる資質・能⼒を育む学習指導要領の実施
○幼児教育の質の向上 ○⾼等学校教育改⾰ ○⼤学⼊学者選抜改⾰
○学修者本位の教育の推進 ○⽂理横断・⽂理融合教育の推進
○キャリア教育・職業教育の推進 ○学校段階間・学校と社会の接続の推進

・OECDのPISAにおける世界トップレベル⽔準の維持・到達
・授業の内容がよく分かる、勉強は好きと思う児童⽣徒の割合
・将来の夢や⽬標を持っている児童⽣徒の割合
・⾼校⽣・⼤学⽣の授業外学修時間
・PBL（課題解決型学習）を⾏う⼤学等の割合
・職業実践⼒育成プログラム（BP）の認定課程数

２．豊かな⼼の育成 ○道徳教育の推進 ○発達⽀持的⽣徒指導の推進 ○いじめ等への対応、⼈権教育
○児童⽣徒の⾃殺対策の推進 ○体験・交流活動の充実 ○読書活動の充実
○伝統や⽂化等に関する教育の推進 ○⽂化芸術による⼦供の豊かな⼼の推進

・⾃分にはよいところがあると思う児童⽣徒の割合
・⼈が困っている時は進んで助けていると考える児童⽣徒の割合
・⾃然体験活動に関する⾏事に参加した⻘少年の割合

３．健やかな体の育成、
スポーツを通じた豊かな
⼼⾝の育成

○学校保健、学校給⾷・⾷育の充実 ○⽣活習慣の確⽴、学校体育の充実・⾼度化
○運動部活動改⾰の推進と⾝近な地域における⼦供のスポーツ環境の整備充実
○アスリートの発掘・育成⽀援

・朝⾷を⽋⾷する児童⽣徒の割合
・１週間の総運動時間が６０分未満の児童⽣徒の割合
・卒業後にもスポーツをしたいと思う児童⽣徒の割合

４．グローバル社会におけ
る⼈材育成

○⽇本⼈学⽣・⽣徒の海外留学の推進 ○外国⼈留学⽣の受⼊れの推進
○⾼等学校・⾼等専⾨学校・⼤学等の国際化 ○外国語教育の充実

・⽇本⼈学⽣派遣50万⼈、外国⼈留学⽣受⼊れ40万⼈（2033まで）
・英語⼒について、中・⾼卒業段階で⼀定⽔準を達成した割合

５．イノベーションを担う⼈
材育成

○探究・STEAM教育の充実 ○⼤学院教育改⾰ ○⾼等専⾨学校の⾼度化
○理⼯系分野をはじめとした⼈材育成及び⼥性の活躍推進
○起業家教育（アントレプレナーシップ教育）の推進 ○⼤学の共創拠点化

・修⼠⼊学者数に対する博⼠⼊学者数の割合
・⾃然科学（理系）分野を専攻する学⽣の割合
・⼤学等における起業家教育の受講者数

６．主体的に社会の形
成に参画する態度の育
成・規範意識の醸成

○⼦供の意⾒表明 ○主権者教育の推進 ○消費者教育の推進
○持続可能な開発のための教育（ESD）の推進 ○男⼥共同参画の推進
○環境教育の推進 ○災害復興教育の推進

・地域や社会をよくするために何かしてみたいと思う児童⽣徒の割合
・学級⽣活をよりよくするために学級会で話し合い、互いの意⾒のよさ

を⽣かして解決⽅法を決めていると答える児童⽣徒の割合

今後の教育政策の遂⾏に当たっての評価・投資等の在り⽅

「⼈への投資」は成⻑の源泉であり、成⻑と分配の好循環を⽣み出すため、教育への効果的投資を図る必要。未来への投資としての教育投資を社会全体で確保。
公教育の再⽣は少⼦化対策と経済成⻑実現にとっても重要であり、取組を推進する。

②各教育段階における教育の質の向上に向けた環境整備
・GIGAスクール構想の推進、学校における働き⽅改⾰、処遇改善、指導・運営体制の充実、教師
の育成⽀援の⼀体的推進
・国⽴⼤学法⼈運営費交付⾦・私学助成の適切な措置、成⻑分野への転換⽀援の基⾦創設
・リカレント教育の環境整備、学校施設・⼤学キャンパスの教育研究環境向上と⽼朽化対策 等

OECD諸国など諸外国における公財政⽀出など教育投資の状況を参考とし、必要な予算について財源を措置し、真に必要な教育投資を確保

・客観的な根拠を重視した教育政策のPDCAサイクルの推進
・調査結果（定量・定性調査）に基づく多様な関係者の対話を通じた政策・実践の改善

教育政策の持続的改善のための評価・指標の在り⽅

教育投資の在り⽅

・データ等を分析し、企画⽴案等を⾏うことのできる⾏政職員の育成
・教育データ（ビッグデータ）の分析に基づいた政策の評価・改善の促進

2

教育政策の⽬標 基本施策（例） 指標（例）
７．多様な教育ニーズへの
対応と社会的包摂

○特別⽀援教育の推進 ○不登校児童⽣徒への⽀援の推進 ○ヤングケアラーの⽀援
○⼦供の貧困対策 ○海外で学ぶ⽇本⼈・⽇本で学ぶ外国⼈等への教育の推進
○特異な才能のある児童⽣徒に対する指導・⽀援 ○⼤学等における学⽣⽀援
○夜間中学の設置・充実 ○⾼校定時制・通信制課程の質の確保・向上
○⾼等専修学校の教育の推進 ○⽇本語教育の充実 ○障害者の⽣涯学習の推進

・個別の指導計画・個別の教育⽀援計画の作成状況
・学校内外で相談・指導等を受けていない不登校児童⽣徒数の割合
・不登校特例校の設置数
・夜間中学の設置数
・⽇本語指導が必要な児童⽣徒で指導を受けている者の割合
・在留外国⼈数に占める⽇本語教育機関等の⽇本語学習者割合

８．⽣涯学び、活躍できる
環境整備

○⼤学等と産業界の連携等によるリカレント教育の充実 ○働きながら学べる環境整備
○リカレント教育のための経済⽀援・情報提供 ○現代的・社会的課題に対応した学習
○⼥性活躍に向けたリカレント教育の推進 ○⾼齢者の⽣涯学習の推進
○リカレント教育の成果の適切な評価・活⽤ ○⽣涯を通じた⽂化芸術活動の推進

・この１年くらいの間に⽣涯学習をしたことがある者の割合
・この１年くらいの間の学修を通じて得た成果を仕事や就職の上で⽣
かしている等と回答した者の割合
・国⺠の鑑賞、鑑賞以外の⽂化芸術活動への参加割合

９．学校・家庭・地域の連
携・協働の推進による地域
の教育⼒の向上

○コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の⼀体的推進 ○家庭教育⽀援の充実
○部活動の地域連携や地域クラブ活動への移⾏に向けた環境の⼀体的な整備

・コミュニティ・スクールを導⼊している公⽴学校数
・学校に対する保護者や地域の理解が深まったと認識する学校割合
・コミュニティ・スクールや地域学校協働活動の住⺠等参画状況

１０．地域コミュニティの基
盤を⽀える社会教育の推
進

○社会教育施設の機能強化 ○社会教育⼈材の養成・活躍機会拡充
○地域課題の解決に向けた関係施設・施策との連携

・知識・経験等を地域や社会での活動に⽣かしている者の割合
・社会教育⼠の称号付与数
・公⺠館等における社会教育主事有資格者数

１１．教育DXの推進・デジ
タル⼈材の育成

○１⼈１台端末の活⽤ ○児童⽣徒の情報活⽤能⼒の育成
○教師の指導⼒向上 ○校務DXの推進
○教育データの標準化 ○教育データ分析・利活⽤
○デジタル⼈材育成の推進（⾼等教育） ○社会教育分野のデジタル活⽤推進

・児童⽣徒の情報活⽤能⼒（情報活⽤能⼒調査能⼒値）
・教師のICT活⽤指導⼒ ・ICT機器を活⽤した授業頻度
・数理・データサイエンス・AI教育プログラム受講対象学⽣数

１２．指導体制・ICT環境
の整備、教育研究基盤の
強化

○学校における働き⽅改⾰、処遇改善、指導・運営体制の充実の⼀体的推進
○教師の養成・採⽤・研修の⼀体的改⾰ ○ICT環境の充実
○地⽅教育⾏政の充実
○教育研究の質向上に向けた基盤の確⽴（⾼等教育段階）

・教師の在校等時間の短縮 ・特別免許状の授与件数
・教員採⽤選考試験における優れた⼈材確保のための取組状況
・児童⽣徒１⼈１台端末の整備状況 ・ICT⽀援員の配置⼈数
・⼤学における外部資⾦獲得状況 ・⼤学間連携に取り組む⼤学数

１３．経済的状況、地理的
条件によらない質の⾼い学
びの確保

○教育費負担の軽減に向けた経済的⽀援
○へき地や過疎地域等における学びの⽀援 ○災害時における学びの⽀援

・住⺠税⾮課税世帯等の⼦供の⼤学等進学率
・経済的理由による⾼等学校・⼤学等の中退者数・割合
・⾼等学校の学びの質向上のための遠隔教育における実施科⽬数

１４．NPO・企業・地域団
体等との連携・協働

○NPOとの連携 ○企業との連携 ○スポーツ・⽂化芸術団体との連携
○医療・保健機関との連携 ○福祉機関との連携 ○警察・司法との連携
○関係省庁との連携

・職場⾒学・職業体験・就業体験活動の実施の割合
・都道府県等の教育⾏政に係る法務相談体制の整備状況

１５．安全・安⼼で質の⾼
い教育研究環境の整備、
児童⽣徒等の安全確保

○学校施設の整備 ○学校における教材等の充実
○私⽴学校の教育研究基盤の整備 ○⽂教施設の官⺠連携
○学校安全の推進

・公⽴⼩中学校や国⽴⼤学等の施設の⽼朽化対策実施率
・私⽴学校施設の耐震化率
・学校管理下における障害や重度の負傷を伴う事故等の件数

１６．各ステークホルダーとの
対話を通じた計画策定・
フォローアップ

○各ステークホルダー（⼦供含む）からの意⾒聴取・対話 ・国・地⽅公共団体の教育振興基本計画策定における各ステークホ
ルダー（⼦供含む）の意⾒の聴取・反映の状況の改善

3
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第　  　節3 教育施策の
総合的推進
のための調
査研究

国立教育政策研究所は、教育政策に関す
る総合的な国立の研究機関として、幼児教
育から初等中等教育、高等教育、生涯学
習、文教施設までの教育行政全般にわたっ
て、将来の政策形成のための先行的調査や
既存の施策の検証など、教育改革の裏付け
となる基礎的な調査研究を進めています。
また、国際的な共同研究の国内実施機関と
しての役割を担っているほか、文部科学省
が実施する全国学力・学習状況調査におけ
る調査問題や解説資料、報告書の作成、教
育課程や生徒指導・進路指導に関する国内
の教育関係者への情報提供など、幅広い活
動を展開しています。

さらに、令和3年10月に設置された「教
育データサイエンスセンター」では、我が
国の教育データ分析・研究、成果共有の拠
点（ハブ）として、教育データや取組を共
有するための基盤整備、教育データ分析・
研究の推進、国や自治体における教育デー
タ分析・研究の支援に取り組んでいます。

1 政策課題に対応した調査研
究

教育に関する重要な政策課題に対応する
ため、外部の研究者や行政担当者などが幅
広く参画するプロジェクト研究を行ってい
ます。研究期間はおおむね2～5年間です。

令和4年度は、学校教員だけでなく、よ
り広く教育分野の公務労働に着目し、今後
更に働き方改革を進めていく際に必要な知
見について考察することを目的とした「教
育分野の公務労働に関する調査研究」と、
1．学びの質を高め、資質・能力を育むた
めの「内容」の示し方、2．教科等横断的
な学びや探究的な学びを実現する教育課程
の在り方、3．「社会に開かれた」カリキュ

ラム・マネジメントの推進・支援方策の3
点について検討する「新たな学びの実現に
向けた教育課程の在り方に関する研究」の
二つの研究を開始しました。

また、令和3年度に開始した「学力アセ
スメントの在り方に関する調査研究」等八
つの研究を引き続き行い、そのうち研究期
間が終了した「教員の配置等に関する教育
政策の実証に関する研究」、「幼児期からの
育ち・学びとプロセスの質に関する研
究」、「教育の効果に関する調査研究」、「高
度情報技術の進展に応じた教育革新に関す
る研究」、「高校生の高等教育進学動向に関
する調査研究」、「対話を通じた新しい学校
空間づくりのプロセスに関する調査研究」
の六つの研究について報告書を作成・公表
しました。
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図表 2-1-4 令和4年度プロジェクト研究一覧

2 専門的事項に関する調査研
究及び教育活動支援

令和4年度は、児童生徒の学力の実態な
どを把握するための「全国学力・学習状況
調査」（本体調査）＊2における教科に関す
る調査の問題を作成しました。そして、そ
の調査結果の分析を行い、教育委員会、学
校等の指導の改善・充実に資するよう、

「解説資料」＊3、「報告書」＊4を作成し配布
しました。同年度から、授業の改善・充実
により資するよう、これまで別途作成して
いた「授業アイディア例」＊5を「報告書」
に掲載し、調査結果の課題分析と課題の解
決を図る事例を一体的に示しています。ま
た、教育委員会等を対象としたオンライン
形式による説明会を開催するとともに、教
育委員会が主催する研修会等において、学
力調査官等による指導・助言を行いまし
た。

また、学習指導要領の実施状況を把握
し、次期改訂に必要な資料を得るため、小
学校を対象とした学習指導要領実施状況調
査を実施するとともに、教育課程実践検証
協力校事業において、学習指導上の様々な

実践を客観的に検証すること等により、教
育課程の基準の改善充実に必要となる情報
の収集等を行っています。 

加えて、いじめや不登校、キャリア教
育、幼児教育、社会教育、学校施設に関す
る調査研究を踏まえ、各種の指導資料や参
考資料を作成し配布するほか、各種の研修
事業等を実施しています。

教育データサイエンスセンターでは、国
の教育分野の調査データや研究成果・事例
を集約する「公教育データ・プラット
フォーム」の試行版の設計・開発を行い、
令和5年4月4日に公開しました。また、
教育委員会の担当職員を対象とした教育
データ活用力向上のための入門講座（動
画）を委託事業で作成しました。

3 国際共同研究等
国立教育政策研究所は、経済協力開発機

構（OECD）が実施する「生徒の学習到達
度調査（PISA：ピザ）」、「国際成人力調査

（PIAAC：ピアック）」、「国際教員指導環境
調査（TALIS：タリス）」、「国際幼児教育・
保育従事者調査（TALIS Starting Strong：
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主な国際共同研究のスケジュール（予定）

ＯＥＣＤ／ＰＩＳＡ
（生徒の学習到達度調査）

ＯＥＣＤ／ＴＡＬＩＳ
（国際教員指導環境調査）
（Core；小中学校段階）

ＯＥＣＤ／ＰＩＡＡＣ
（国際成人力調査）

ＩＥＡ／ＴＩＭＳＳ
（国際数学・理科

教育動向調査）

ＯＥＣＤ／ＴＡＬＩＳ
Starting Strong

（国際幼児教育・保育従事者調査
：幼稚園・認定こども園・保育所）

22002222((RR44))年年度度

TALIS2024
予備調査

（R５年２月）

PISA2022
本調査準備

PIAAC2022
本調査

(９月～R５年4月)

TALIS
Starting
Strong

2024
予備調査

（R５年２月）

22002211((RR33))年年度度

PIAAC2022
予備調査

（４月～７月）

TALIS2024
調査計画

PISA2022
本調査

（６月～８月）

TIMSS2023
本調査

（R５年３月）

PISA2022
結果公表（１２月）

PISA2025
調査計画・翻訳作業

PISA2025
予備調査

（６月～８月）

PISA2025
本調査

（６月～８月）

22002233((RR55))年年度度 22002244((RR66))年年度度 22002255((RR77))年年度度 22002266((RR88))年年度度

PISA2025
結果公表
（１２月）

PIAAC2022
データ処理・分析

PIAAC2022
結果公表
（１２月）

PIAAC2022
二次分析

TALIS2024

本調査
（R６年２月～３月）

TALIS2024
結果公表

TALIS2024
結果公表

TALIS 
Starting
Strong

2024
調査計画・

パイロット調査

（R４年２月）

TALIS
Starting
Strong

2024
本調査準備

TALIS
Starting
Strong

2024
本調査
（7月）

TALIS
Starting
Strong

2024
結果公表

TALIS
Starting
Strong

2024
結果公表

TIMSS2023
標本抽出・予備調査

（R４年３月）

TIMSS2023
採点・データ処理

TIMSS2023
結果公表（12月）

TIMSS2027
調査計画

TIMSS2027
標本抽出・予備調査

（R８年３月）

TIMSS2027
本調査

（R９年３月）

新型コロナウイルス感染症の影響に
より、当初の予定から変更して実施

新型コロナウイルス感染症の影響に
より、当初の予定から変更して実施

TALIS2024
本調査

データ処理

図表 2-1-5 主な国際共同研究のスケジュール

タリス　スターティング　ストロング） 」
のほか、国際教育到達度評価学会（IEA：
Internat iona l  Assoc ia t i on  for  the 
Evaluation of Educational Achievement）
が実施する「国際数学・理科教育動向調査

（TIMSS：ティムズ）」などの国際的な比
較研究に日本代表機関として参画し、これ

らの問題や質問票の作成、調査の実施、結
果の分析などを担当しています。

2022（令和4）年度は、PISA、PIAAC、
TIMSSの本調査を実施するとともに、
TALIS、TALIS Starting Strongの予備調
査を実施しました。

4 研究活動等の成果の公開
国立教育政策研究所の研究・事業活動に

関する報告書などは、国立教育政策研究所
のウェブサイト＊6や同研究所の教育図書
館などで広く公開しています。また、毎年
開催している教育研究公開シンポジウムや
全国の教育研究所で構成される全国教育研
究所連盟の大会などを通じて、教育関係者
に対して幅広く研究活動等の成果の普及に
努めています。

令和4年度は、教育研究公開シンポジウ
ムとして、GIGAスクール構想の推進や

CBTによる学力調査が国際的な標準とな
りつつある中で、プロジェクト研究「学力
アセスメントの在り方に関する調査研究」
で得られた知見を踏まえ「学力アセスメン
トの動向と展望～ CBT化に向けて～」を
オンラインで開催しました。当シンポジウ
ムには760名を超える参加登録があり、国
内外の公的な学力調査のCBT化をめぐる
動向を中心に、学力アセスメントの発展の
可能性や教育データの利活用の在り方につ
いて、今後の示唆を得ることができまし
た。
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